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PFI方式による廃棄物処理施設の建設計画において、 AHPを用いた総合的な評価手法を
提案するため、わが国における廃棄物処理施設のPFIの現状について検討した。廃棄物処
理施設に対するPFI方式の適用は大きな有用性を持つが、廃棄物処理の公共性等を考える
と、従来のVFMによる評価では十分とはいえないと考えられるO そこで本論文では、 AHP
を適用することによって、様々な評価項目を用いた評価方法を提案し、 4つの大項目とそ
の下位に 9つの中項目を持つ階層構造を設定した。これらの項目に対して、定量的な評価
と実務経験者を含めた専門家を対象としたアンケート調査による定性的な評価を統合し、
従来の方式よりも多角的な評価を行うことを可能とした。また、モデル都市とモデル施設
を設定し、今回提案した手法の適用を試みた。廃棄物関連の施設として、焼却処理施設、
最終処分施設、 RDF化施設、 PETボトル選別・圧縮施設、余熱利用施設を想定したケース
スタデイを行った。
まず、標準ケースとして 4つの大項目が等ウエイトであるケースについて分析した。こ
のケースでは、焼却処理施設と余熱利用施設がPFI方式の適用に関して、他の廃棄物処理
施設よりも選好度が高いという結果になった。つぎに、大項目に対する感度分析を行い、
評価項目に対する選好度の変化を分析した。この感度分析により、施設の持つ特徴をより
明確に示すことができ、 PFIの適用における阻害要因を把握可能となった。最後に、有識
者に対して大項目に関するアンケートを行い、大項目の最終的なウエイト付けを行った。
得られたウエイトを用いて評価を行ったところ、 PFI方式の適用における有用性とリスク
を総合的に判断して、焼却処理施設の選好度が高いことが明らかとなった。
*東京都立大学大学院工学研究科土木工学専攻
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1.はじめに
近年、英国を始めとして、 P同(PrivateFinance 
Initiative)方式による公共サービスの提供が実施
されている 1)。日本においても、平成11年 7月に
「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促
進に関する法律J(PFI法)が制定され、国や地方
自治体においてPFI方式による様々な種類の公共
施設の建設・運営が検討されている 2，3)0 
PFI方式を適用することにより、民間の資金や
技術・経営ノウハウを活用した効率的なサービス
の供給を実現することができ、国や自治体におけ
る財政負担の軽減、住民に対するサービスの質の
向上を図ることができる。また、 PFIの活用によっ
て官と民の新たなパートナーシップの形成と、新
しい分野での事業機会の創出が期待されている。
現在、 PFI方式の適用の中でも注目されている
のが廃棄物処理施設である。その理由としては次
のようなことが挙げられる。第一に、施設建設費
が非常に高いことから、民間のノウハウや企業努
力を活かす余地が大きく、事業費用の大きな削減
が見込める。第二に、施設の多様化に伴い、民間
の柔軟性を活かせる機会が増加する。第三に廃棄
物処理技術は比較的安定しているものが多く、民
間に任せやすいと言うことが挙げられる。
実際に、内閣府が地方自治体に対して行った
PFUこ関するアンケートの結果を見ても、ごみ・
リサイクル関連の施設は地方自治体に対して大き
な財政負担を与えていることが分かる。また、ご
み・リサイクル関連の施設は整備の緊急性の高い
施設としても挙げられている 4)。そして、いくつ
かの廃棄物処理施設では、すでにPFI方式での実
施が計画・決定されている。
こうした現状の中、 PFI方式の評価方法として
現在用いられているのは、 VFM(Value For Money) 
という経済的な指標を中心とする方法であり、地
域ニーズから見た対象事業の社会的評価や、環境
への影響を考慮した安全性評価がほとんど行われ
ていない。 PFI方式は公共事業を行う時の一つの
手法であり、対象事業にPFI方式を適用すること
が効果的であるかを、行政・技術者・住民間で十
分検討することが重要であり、行政サービスの向
上が望めるよう公共性を考慮した多角的な視点に
よる総合的な評価を行うことが必要となる 5)。
そこで本研究では、各種の廃棄物処理施設の
PFI方式による整備について施設問での選好性
(対象事業におけるPFI方式導入の適合性)をAHP
(Analytic Hierarchy Process) という意思決定手法
を用いることによって、経済面以外の指標も取り
入れた多角的な評価を試みる。
2.わが国におけるPFIの現状
平成11年にPFI法が制定されて以来、 PFI方式で
の実施方針が策定・公表された事業は全国85施設
である。表1で示すように、 11施設が廃棄物処理
関連の施設となっている 2. 6-1九
表1 実施方針の出された廃棄物処理関係のPFI事業
施設種類 施設名称
焼却処理施設
大事業館周辺広域市町村圏組合・ごみ処理I
倉敷市・資源循環型廃棄物処理施設整
備運営事業
留辺薬町外2町一般廃棄物最終処分場
最終処分施設 整備及び運営事業
長泉町一般廃棄物最終処分場(仮称)
の整備・運営事業
RDF化施設 (仮称)新リサイクルセンター 整備等事業
福岡市臨海工場余熱利用施設整備事業
当新田環境センター余熱利用施設整
備・運営P罰事業
余熱利用施設 岡山市東部余熱利用健康増進施設の整
備・運営事業
市川市クリーンセンター余熱利用施設
整備・運営事業
横浜市下水道局改良土プラント増設・
運営事業
そ の 他 彩の国資源循環工場整備事業
(公園、緑地施設とサーマルリサイクル
施設の複合施設)
注)表中は参考文献2)、 6-15)による平成15年9月現在の事業。
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廃棄物処理施設をPFrで行う最も大きな利点は
VFMの発生である。通常、 VFMの計測は、従来の
公共事業手法での事業実施におけるPSC(Public 
Sector Comparator) というコスト推計値とPFI手
法におけるLCC(Life Cycle Cost)の差を用いる。
式で表すと、金額表記の場合(1)式となり、割合
表記の場合 (2)式となる。
VFM=PSC-LCC (円).・ H ・...・ H ・-… H ・H ・.(1)
VFM= (PSC-LCC) /PSCx 100 (%) .・H ・.(2) 
実際に計画・実施された施設の中で、 VFMの発
生が大きい総事業費286億円の施設では30億円もの
金額が算出されている 7)。これは焼却処理施設の
ケースであるが一般に廃棄物処理施設は、建設費
用・維持管理費用が大きいことから、民間のノウ
ハウ・企業努力によって、これらの費用に対して
大きな削減効果を発生させやすいためと考えられ
る。特に建設費用の面で、一括発注と工期の短縮
によって従来型の工事に比べ、建設費用の削減を
期待できる。
また、 PFIとして民間企業に委託すると、特に
環境面などにおいて企業の培ってきたノウハウに
より、サービスの質の向上を達成することが可能
となる。従来、画一的なサービスの提供だった公
共施設に対して、近年では多様なサービスの提供
が求められる傾向にあり、 PFI方式を適用するこ
とによって、このような多様な選択肢から地域の
ニーズに対応したサービスの提供が可能になると
期待されている。
つぎに、審査方法について見てみると、一般的
な審査である定量化審査は、全ての評価項目につ
いて点数換算し、審査を行う方法である。また、
二段階審査は、まず一次審査を行い(一定得点を
超えているかを審査)、一次審査をクリアした事業
者が二次審査 (VFM等を用いた審査)に進めるこ
ととなる。入札時における審査では、多様な評価
方法を用いて行われている場合もあるが、 PFI方
式の導入に関する評価については不明瞭である。
そこで本論文では、複数のPFI事業に対し事業間
評価を行う手法を提案する。これにより、 PFI方
式に適した事業の選別が可能となると考える。
3.モデル都市及び対象施設の設定
(1)モデル都市の設定
廃棄物処理施設の建設にあたって、 A市をモデ
ル都市として設定した。 A市は東京都に位置する
ベッドタウンであり、人口50万人、面積200km2を
有している。また、当市の廃棄物処理施設で扱わ
れる可燃・不燃ごみ原単位及び処理量を、表2に
示す。
表2 A市のごみに関するデータ一覧
基礎データ項目 計画値 単位
行政デー タ
人口 50 万人
面積 200 km2 
可燃ごみ処理量 141，798 tJ年
ごみ処理量
PET処理量 852 tJ年
総ごみ処理量 181，969 tJ年
総理立量 23，889 tJ年
家庭系可燃ごみ原単位 777 gJ人・日
(持ち込み含む) 1，004 gJ人・日
ごみ原単位
総可燃ごみ原単位 997 gJ人・日
(持ち込み含む) 1，244 gJ人・日
PET原単位 28 本/人・年
総理立量原単位 131 gJ人・日
(2) A市における都市廃棄物処理の現状
A市における廃棄物は可燃ごみ、不;燃ご、み、資
源ごみとして収集されている。 A市の年間の可燃
ごみは約15万トンであり、可燃ごみは焼却施設に
運ばれ、焼却残誼は埋立られることになる o A市
独自の焼却施設は 3ヶ所あるが、広域組合にも所
属しており、一部地域の収集ごみは広域組合の施
設において焼却処理される。不燃ごみは破砕処理
施設に運ばれ、破砕され最終処分されるものと、
資源化するものに別けられる。不燃ごみのうち破
砕された分と、可燃ごみの焼却後の焼却残誼は、
最終処分施設に送られる。最終処分は周辺地区で
形成された広域組合と共同で行い、 A市に関する
総年間埋立量は約 2万4千トンである。また、資
源ごみは種類によって、缶・ぴん・古紙は分別収
集で収集され、 PETボトルは拠点回収によって収
集された後にリサイクル業者に引き渡されている。
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( 3 )検討候補施設の設定
候補施設は現実性の高わ施設として、 (a)焼却
処理施設、 (b)最終処分施設、 (c)RDF化施設、
(d) PETボトル選別・圧縮施設、 (e)余熱利用施
設の 5施設を想定した。
(a)焼却処理施設
現在のA市が所有する焼却処理施設は全て老朽
化が進んでおり、これに替わる新しい焼却処理施
設(発電設備付き)を整備することは緊急の課題
となっている。この焼却処理施設の整備にPFI手
法の適用を検討する。 A市における可燃ごみ量
(約15万U年)を本施設において全て処理できる能
力を想定した。
(b)最終処分施設
現在、 A市では最終処分を広域組合に委託して
いるが、残余量の逼迫と、多額の処理委託費用を
考えて、市内にPFI手法を用いた管理型の最終処
分施設の建設を検討する。 A市で発生する総埋立
量の15年分を許容量として設定した。また、埋立
ごみの比重は0.8163(m1/t) とした日)。
(c) RDF化施設
RDF (Refuse Derived Fuel :ごみ固形燃料)化
施設とは、可燃性の廃棄物を破砕・粉砕・選別し
て金属などを除去した後、紙類やプラスチック類
などの有機物を固めて燃料化する施設である o
RDF化にすることによって、輸送・保管が容易に
なり、高温で焼却することができるといったメリッ
トがある。
老朽化する焼却施設の代替としてRDF化施設の
建設を検討する。ごみはRDF化され、燃料として
使用される。 RDF化されたものは固形燃料として
販売することができる。現在稼動中の 1焼却処理
施設が、最も早く老朽化の影響によって使用でき
なくなるので、その代替となり得る能力を設定し
た。
(d) PETボトル選別・圧縮施設
A市では容器包装リサイクル法の施行により、
PETボトルの回収量が急増している O 容器包装リ
サイクル法では、ボトルを減容(圧縮)して再生
処理事業者にヲlき渡すまでが自治体の役割である。
したがって、 PETボトルの中間処理施設の設置は
A市において早急に解決すべき課題である。そこ
で、現在のPETボトル発生量を全て処理すること
ができる能力を想定した。 PETボトルについては
これからも排出量、回収量は増えていくことが予
想されるO
(e)余熱利用施設
A市では廃棄物の処理施設だけではなく、他の
都市基盤の整備も遅れている。そこで、現在ある
焼却施設に余熱利用施設の建設を検討する。焼却
施設から発生する余熱(蒸気)を利用した、プー
ルや温泉といった施設を建設して住民の健康増進
に役立てる。規模としては中規模のものを設定し
た。また、アリーナ(体育館)などは設置せず、
利用者が多く民間事業者のノウハウを活かすこと
ができる、プールと温浴施設を設置することを想
定した。
これら 5施設の規模等一覧を表3に示す。また、
ごみ処理の流れと、各施設の関係を図 1に示す。
表3 対象施設と規模等
施設名 事業期間 規模 単位
焼却処理施設 20年 168，000 t/年
最終処分施設 15年 60，000 m3 
RDF化施設 15年 28，000 t/年
PET選別施設 10年 1，680 t/年
余熱利用施設 15年 3，000 π12 
( 4 )費用関数について
( 3 )で設定した施設に関して、公共事業実施
時と、 PFI事業実施時における費用の算出を行っ
た。費用算出に当たり、基本的な建設費やランニ
ングコストは各種文献から算出し、 PFI適用時の
費用は実際の事例を元に算出を試みた。例えば、
焼却処理施設については、建設費は東京都の実績
値をベースとしたごみ処理費用の算定式m を用い、
維持管理費は富士市廃棄物発電の資料開より算出
した。
PFI事業者の収益性の判断基準としてPlRR
(Project占lternalRate of Return)を算出した。本
論文ではPIRRが5%を下回らないことが民間事業
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最終処分施設PETボトル選別
・圧縮施設? ?
;団
ごみ処理の流れと施設の関係
PFIによる事業実施で利用者増を見込め、これに
よる収入増も見込めることがVFMの向上要因とな
図1
の成立の基本条件とした。 PIRR算出式を (3)式
に示す。
る。
施設名
市実施の PFI実施 VFM 
総費用 の総費用 金額割合
PIRR 
焼却処理施設 247.1 226.0 21.1 8.5 7.4 
最終処分施設 20.9 19.4 1.5 7.2 5.6 
RDF化施設 66.1 59.9 6.3 9.5 12.2 
PET選別施設 5.2 4.6 0.6 11.3 15.0 
余熱利用施設 27.0 21.3 5.6 20.9 11.2 
\\1\~ 億円 L一軍円 億円 % % 
VFM及びPIRR算定結果表4.・H ・.(3) 
七 Cn
n7'， (1 +けい，)
p:投資額(資本金+借入金)
C" :η事業年度のキャッシュフロー
η:事業期間における全ての年度
r : PIRR 
T:事業期間
七 p、一一~， (I+r)(n-') ー
(注)表中の価格は現在価値換算 (2003年ベース、割引率4%)
AHPを用いたPFI適用に関する評価
( 1 ) AHPについて
AHPは、 1970年代末にトマス・ L・サーテイ教
授が開発したOR手法であり、問題の要素を「最終
目的…評価基準…代替案」の関係でとらえ、要素
聞の階層構造を用いて総合的な評価を行う方法で
ある。 AHPの特徴は、「共通の尺度がない」、「価値
判断が難しい」、「データが無い」などの理由で、こ
れまではモデル化や定量化することが困難であっ
た問題についても、一対比較を用いて経験などの
定性的な価値基準を生かすことによって、取り扱
えることである払訂)。
4. 
また、 PFI実施の事業方式は、最も典型的な方
式であるBOT(Build Operate Transfer)で行うこ
ととした。 BOTはPFI事業者が自ら資金調達を行
い、施設を建設・運営・管理を行い、資金を回収
した後に、行政に施設を移管する方法である。
以上のような、費用関数を用いて計算を行った
結果、公共実施時とPFI適用時での総費用は表4
のように算定された19-針。
表4から、 VFMの発生が施設において差がある
ことが分かる。この理由として考えられるのが、
事業の総費用の大きさである。また、 PFIによっ
てVFMが発生する最大の要因が建設費用の削減や
運営費の削減である。総費用の高い事業は、基本
的に建設費用や維持管理費用が高いことから、
VFMの発生につながると考えられる O また、余熱
利用施設などでは自治体が運営した場合よりも、
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実際には、各レベルの要素につき、親要素に関
する一対比較を行う。そして一対比較行列の最大
固有値A剛山と国有ベクトル vを求める。固有ベ
クトルの成分 Viは要素 Lのウエイトを表す。一対
比較行列は (nXn)型の行列である。この行列の
成分内は次の意味を持つ。
内=(要素Lのウエイト)/ (要素Lのウエイト)
この値としては原則として 1，2，…， 9とその逆
数を用いる。また、 2から 8の偶数は補完的に扱
う。この値の意味は内=1の時、要素 Lと要素
5は同じ程度重要であり、 3はLがろより若干重
要であるという意味を持つ。逆に内=1/ 3は5
が Lより若干重要となる。同様に 5は重要、 7は
かなり重要、 9は絶対的に重要といった意味を持
イコ。
同様に、一対比較行列を用いて、評価基準から
みて代替案の重要性を評価し、最後に最終目標か
らみた代替案の評価に換算する(ウエイトの統合)。
レベル kの要素4の重要度を叫，Jとし、親要素 4
に関するレベルk+1の子要素jの重要度を町と
するとき、レベルk+1の合成重要度は(4)式の
ようになる。
Wk+ 1，) = L;Wk，内…H ・H ・.，・H ・..・H ・H ・H ・...(4)
tε巧
同様の計算を行い、最終レベルにある要素の総
合的重要度(総合ウエイト)を求める。
( 2 )評価項目の決定
AHPを用いるための評価項目として図 2のよう
な階層図の項目を設定した。まず、大項目として、
大項目 中項目
財政負担
住民不安感
VFM 
サービスの向上
環境リスク
コストオー バー ラン
遅延リスク
経営破綻
ごみ量・ごみ質
図2 評価項目の階層図
社会性、効率性、安全性、安定性の 4項目を設定
し、それぞれの大項目の下位に対して、さらに詳
しい項目(中項目)を設定した階層構造となって
いる。評価項目は専門家のブレーンストーミング
により抽出されたものであり、各項目の内容とそ
の算定方法については表5のように設定した。
一対比較行列における 9段階のウエイト付けに
ついては、定量的に計測ができる項目は、できる
だけ定量的な比較を行うこととし、例えは:VFMの
場合、表4における任意の事業間でVFMの差が1
億円以内であればαij=1 (同等)、 15億円以上の差
があれば内=9 (α3戸1/9) というように相対的ウ
エイト付けを行った。定性的な評価項目について
は、アンケート調査を行い、その結果を統合した
ものを用いている。ここで、アンケートは 2種類
表5 評価項目の内容とその一対比較方法
大項目 中項目 内 ~ 比較方法
財政負担 施設の自治体に与える財政負担の大きさ 事業費
社会性
住民不安感 施設が住民に与える不安感 アンケー ト
効率性 VFM 
PF1事業として行った時のコストの差額 VFM 
サービスの向上 PF1事業として行った時に現れるサービス水準の向上 アンケート
環境リスク 引き起こされる可能性のある環境影響に関するリスク 代替方法
安全性 コストオー ノtー ラン 予定コストを越えてしまい、事業運営に影響を及ぽすリスク 建設費より | 
遅延リスク 施設の建設が遅延するリスク アンケー ト
安定性 経営破綻 景気の変動などに対する施設の経営の安定性
PIRR 
ごみ量・ごみ質 ごみの量や質の変動に関する施設運営の安定性 アンケート
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表6 中項目のウエイトと各得点
¥¥¥¥ ウエイト
社会性
財政負担 0.420 
住民不安感 0.580 
効率性 VFM 0.576 
サービスの向上 0.424 
環境リスク 0.620 
安全性 コストオーバーラン 0.200 
遅延リスク 0.180 
安定性
経営破綻 0.708 
ごみ量・ごみ質 0.292 
総合得点
余熱利用施設
焼却処理施設
RDF化施設
PET選別施設
最終処分施設 -率幾盤霊童
o 0.1 0目2
焼却処理
施設
0.030 
0.020 
0.094 
0.015 
0.015 
0.001 
0.002 
0.041 
0.018 
0.236 
0.3 
口社会性・効率性図安全性圏安定性
図3 等ウエイトによる総合得点
のアンケートを行った。定性的な項目に対する一
対比較を行うためのアンケートは廃棄物施設計画
の実務経験者を含めた専門家10名を対象に、(5 ) 
で用いる大項目に対するアンケートは、 20~60歳
台の有識者30名を対象とした。
( 3 )標準ケースの計算結果
ここでは前節で設定した 5施設を個々に建設す
る場合を想定し、大項目のウエイトを等分として
標準ケースを算定する。中項目のウエイトとこの
時の計算過程は表6のように示すことができる。
マトリックス中の得点は一対比較と中項目・大項
目のウエイトから算出し、これを加算したものが
総合得点となる。なお、一対比較の整合性を整合
度 (C.I;Consistency Index)が0.1を超えないこと
により確認している 2九標準ケースでの結果は、
図3のようになった。この図の総合得点、は各施設
をPFrとして行った時の選好度を示しており、総
最終処分 RDF化 PET選別 余熱利用
施設 施設 施設 施設
0030 0.030 0.004 0.005 
0.020 0.020 0.045 0.049 
0.007 0.023 0.004 0.015 
0.015 0.015 0.015 0.046 
0.013 0.026 0.042 0.058 
0.014 0.004 0.022 0.009 
0.003 0.006 0.013 0.022 
0.007 0.091 0.013 0.025 
0.024 0.007 0.011 0.013 
0.133 0.222 0.169 0.242 
合得点が高いものほど、 PFrで事業を行うことが
適していると言える。図 3より、標準ケースでは
余熱利用施設、焼却処理施設の順で選考度が高い
ことが分かる。得点に着目すると、社会性につい
ては全施設聞において同等の得点であるが、余熱
利用施設では安全性、焼却処理施設では効率性の
得点が高いことが選好度の順位に影響を与えてい
ることが分かるO つまり、余熱利用施設では安全
性、焼却処理施設では効率性が他の施設に対して
優れているということが言える。逆に、最終処分
施設やPETボトルの選別・圧縮施設は今回の評価
では、 PFrで行うことでのメリットが他の施設よ
り少ないということが分かる。
( 4 )感度分析
AHPの特徴の一つは、ウエイトを変化させた場
合における評価を検討しやすい点である。感度分
析の手順としては次の通りである o 1つの評価項
0.5 
0.4 
舎0.3z 02 
0.1 
0.0 
o 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1 
効率性ウエイト
ー←焼却処理施設 4 ー最終処分施設 ー←RDF化施設
-<>-PET選別施設 -0-ー 余熱利用施設
図4 効率性の感度分析結果
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自のウエイトを、他の3項目のウエイトは等しく
したまま、 0.0から1.0まで動かす。この時に、 5施
設の選好順位がどのように変化するのかを分析す
る。今回は、標準ケースを元にして、社会性以外
の3つの大項目について 1項目ずつウエイトを変
化させた感度分析を行った。その結果が図 4~6
である。
図4は効率性のウエイトを変化させたものであ
るO 効率性のウエイトを大きくすると、焼却処理
施設の総合得点が大きくなり、他の施設について
はあまり変化が見られないことが分かつた。これ
より、焼却処理施設の効率性が高いこと、他の施
設問では効率性にあまり差が無いことが分かる。
0.5 
0.4 
総
合 0.3
得
占 0.2
0.1 
0.0 
o 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1 
安全性ウエイト
ー←焼却処理施設 ート最終処分施設 ー←RDF化施設
-<>-PET選別施設 一口一余熱利用施設
図5 安全性の感度分析結果
図5は、安全性のウエイトを変化させた図であ
る。余熱利用施設とPETボトル選別・圧縮施設は
環境リスクが小さいこと、遅延リスクなどの影響
も小さいことから安全性の高い施設と考えられて
きたが、この感度分析からも安全性が非常に高い
ことが、明らかとなった。
0.5 
0.4 
総
合 0.3
得
占 0.2
0‘I 
0.0 
o 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1 
安定性ウエイト
ー←焼却処理施設 ート最終処分施設 ー←RDF化施設
-<>-PET選別施設 一口一余熱利用施設
図6 安定性の感度分析結果
図6は、安定性のウエイトを変化させた図であ
る。 RDF化施設が最も安定性が高く、続いて焼却
処理施設の安定性が高いことが明らかとなった。
RDF化施設の安定性の高い理由としては、製造し
たRDFを販売することによる副収入や、投資金額
の大きさに比べ回収期間が短いことが考えられる。
焼却処理施設では、発電による収入があることな
どが、要因と考えられる。
( 5)有識者アンケートによるウエイト
標準ケースでは、大項目に対するウエイトを等
分としたが、ここでは有識者のアンケートを用い
て、最終的な評価を行うこととする。 4. (2)で
行った有識者によるアンケート結果から大項目の
ウエイトを算出した。この時のウエイトは図 7の
ようになり、その時の選好順位を図8に示す。
社会性
効号室性
安全性
安定性
。 0.1 0.2 0.3 
図7 有識者アンケートによるウエイト
焼却処理施設
余熱利用施設
RDF化施設
PET選別施設
最終処分施設
0.4 
o 0.1 0.2 0.3 
口社会性・効率性図安全性悶安定性
図8 有識者アンケート結果による総合得点
図8から、焼却処理施設の総合得点が最も高く
なった。これは、図 7の有識者による統合ウエイ
トが効率性を重視していることによる。言い換え
れば、有識者はPFIの適用において、効率性、安
全性、社会性の順に重視していると言える。現在、
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PFI方式の最も基本的な概念として、公共事業の
効率化が注目されていることを考えれば、 PFIと
して事業を行うときに効率性を重視することは当
然と言える。しかし、効率性のみが飛ぴぬけて重
視されている訳ではなく、他の項目も十分に総合
的な評価に影響を与える程度のウエイトを有して
いる。つまり、総合的に評価されるためには、単
一の評価項目のみを満たす施設ではなく、様々な
点で一定以上の有効性がある施設ではなければな
らないと言える。
今回のケースでは、焼却処理施設がPFI方式の
適用に関して、最も選好度の高い施設であると考
えられる。焼却処理施設は事業費が高い施設であ
ることから、 PFIの適用によるVFMの発生が大き
いことが予想される。その結果、効率性において
高い得点を得たことがこの選好度高さの一番の要
因である。一方、(4 )の感度分析より、焼却処理
施設がPFI方式の適用に関して万能な訳ではなく、
安全性、安定性などに関して、他の施設に劣る面
も持っていることに留意する必要がある。つぎに、
余熱利用施設の選好性が高くなったが、この施設
は複数の項目で平均的に高い評価を得たことによ
るものと考えられる。
5.おわりに
本研究では、 PFr方式による廃棄物処理事業に
対して、従来のVFM中心の評価方法ではなく、公
共事業の特性を考慮しAHPを用いた総合評価方法
を提案した。 AHPによる評価方法は、評価項目の
拡張や、ウエイトの変化による評価視点の変更な
ど、様々なケースにおいて柔軟に対応できると考
えられる。
今回の有識者アンケートを用いた評価では、焼
却処理施設と余熱利用施設の選好性が高くなった
が、実際に現在検討されている施設も焼却処理施
設と余熱利用施設であることから、妥当な評価結
果であると考えられるO
本論文で提案したAHPによる評価方法は、実際
の廃棄物関連施設の建設計画立案について、行政、
専門技術者、住民間でPFr事業導入について合意
形成を検討する際のツールとして有用であると考
えている。また、施設ごとの利点と欠点を示すこと
ができるので、その施設がどのような欠点を持っ
ているかを知れば、それに対する手段を講じるこ
とも可能である。
今後、多くのPFr事業が実施されて行く中で、
成功例や失敗例を取り入れ、より一層実情に則し
たAHP評価モデルを構築することにより、我が固
に適したPFIの定着を図る必要があろう。
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Public sectors have many incentives to introduce PFI approaches into the solid waste treat-
ment and recycling in Japan. They usually discuss only the VFM for convention， without examin-
ing from various points of view. However， considering the public responsibili句， the advantages 
and risks加 PFIapproaches have to be examined with a comprehensive evaluation. In this paper 
we propose an evaluation method using AHP for the PFI projec臼 ofsolid waste facility construc岨
tion. 
Our evaluation method has a hierarchy structure with four large items and nine middle items. 
Both quantitative and qualitative evaluations are performed on these items. In order to ob胞団qual-
itative evaluation， we make a questionnaire survey to the experts in pl祖国ngof solid waste facili-
ties. For a case study， setting up a model city， our proposed method evaluate the preference of five 
facilities， including an incineration plant， a final disposal site， a RDF manufactured facility， a sort 
and compression facility of PET bottle， and a facility of waste heat utilization. 
日rst，加 astandard case， the four large items are given even weight and it turns out that an 
incineration plant project and a waste heat utilization project have the high degree of preference国
application of PFI. Next， changing the weight of each large item， the sensitivity analyses are per-
formed and the degrees of preference to evaluation criteria are anal戸ed.This sensitivity analysis 
can help us to see some of characteristics of the risks involved and identi命criticalfactors for PFI 
approaches. 
Last， the questionnaire survey about large items is conducted to the well-informed persons 
and the u1timate weight of large items is obtained. When we evaluate the five PFI projects using 
this weight， it is revealed that the incineration plant project has a high preference potential of PFI 
counting the advantages and risks comprehensively. 
